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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第13期
第２四半期
累計期間

第14期
第２四半期
累計期間

第13期

会計期間
自　2021年１月１日
至　2021年６月30日

自　2022年１月１日
至　2022年６月30日

自　2021年１月１日
至　2021年12月31日

売上高 (千円) 3,443,687 5,734,764 7,801,298

経常利益 (千円) 224,780 714,788 546,122

四半期(当期)純利益 (千円) 146,931 524,566 410,343

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 92,000 525,912 509,638

発行済株式総数 (株) 3,587,000 8,007,000 3,903,500

純資産額 (千円) 863,181 2,506,768 1,961,870

総資産額 (千円) 2,268,353 4,400,282 3,773,502

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 20.48 66.53 56.08

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― 57.80 53.39

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.0 56.9 52.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 320,136 190,638 581,754

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △35,935 △44,001 △67,137

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △129,969 77,829 519,724

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 461,570 1,566,147 1,341,680
 

 

回次
第13期
第２四半期
会計期間

第14期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 4.89 26.33
 

(注) １．当社は、2022年２月25日開催の取締役会決議により、2022年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分

割を行っております。第13期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益及

び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益を算定しております。

２．当社は、2021年９月22日に東京証券取引所マザーズに上場したため、第13期の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益は、新規上場日から当事業年度の末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しておりま

す。

３．前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高があります

が、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

 
 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の状況

文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものです。

 
当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス「オミクロン株」の感染拡大と、それに

伴い実施されたまん延防止等重点措置の影響により、経済活動が制約される状況が継続しました。また、ウクラ

イナ情勢の悪化に伴うサプライチェーンの混乱や日米金利差拡大を受けた円安に伴う物価の上昇、各国の金融政

策引き締めによる世界経済への影響等、景気の先行きについては依然として不透明な状況が継続しております。

このような経済環境の中、当社が属する情報サービス業界においては、デジタルトランスフォーメーション

（DX）関連投資は増加傾向にあり、中長期的には当社の事業環境は市場規模の拡大が見込まれます。また、IT人

材不足による需給ギャップは拡大傾向にあり、広範な外注先パートナーネットワークを有する当社は相対的な優

位性を確保できております。優秀なエンジニアや幹部層の採用環境は厳しい状況にありますが、採用活動を重点

的に行うことで、マネジメント及びデリバリー体制の強化を図っております。

DX支援については、製造業は新規顧客への拡販、建設業は取引を開始したスーパーゼネコンからの受注拡大に

注力しており、昨年の上場により知名度が高まったことも相まって、案件の引き合いは増加傾向にあります。既

存顧客との継続的な取引拡大により大口案件は増加傾向であり、また大企業との取引も拡大し、売上高は

2,823,685千円となりました。

IT人材調達支援については、既存大手SIerとの着実な取引拡大と新規顧客開拓に注力しております。営業人員

を増員し体制強化を図ったことで受注は順調に増加しており、また外注先パートナーの拡大による供給力の増加

により、売上高は2,911,079千円となりました。

その結果、当第２四半期累計期間の経営成績は、売上高5,734,764千円、営業利益690,653千円、経常利益

714,788千円、四半期純利益524,566千円となりました。

なお、当社はDX関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりません。

 
(2) 財政状態の状況

（資産）

当第２四半期会計期間末における資産合計は4,400,282千円となり、前事業年度末に比べ626,779千円増加いた

しました。これは主に、営業活動によるキャッシュ・フローの増加により現金及び預金が224,466千円、売上高の

増加に伴い売掛金が461,287千円増加した一方、仕掛品が68,412千円減少したことによるものです。

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債合計は1,893,513千円となり、前事業年度末に比べ81,881千円増加いたし

ました。これは主に、外注費の増加に伴い買掛金が145,532千円、借入の増額により短期借入金が70,000千円増加

した一方、決算賞与分の引当により前事業年度末に残高が膨らんでいた影響で賞与引当金が143,740千円減少した

ことによるものです。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は2,506,768千円となり、前事業年度末に比べ544,898千円増加い

たしました。これは主に、ストックオプションの行使により資本金が16,274千円、四半期純利益の計上により

524,566千円増加したことによるものです。この結果、自己資本比率は56.9％（前事業年度末は52.0％）となりま

した。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期に比べ1,104,577千

円増加し、1,566,147千円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、業績が順調に拡大した結果、190,638千円（前年同期は320,136千円の収入）と

なりました。

収入の主な内訳は、税引前四半期純利益714,788千円、仕掛品の減少額68,412千円、仕入債務の増加額145,642

千円であり、支出の主な内訳は、引当金の減少額137,409千円、売上債権の増加額461,287千円、法人税等の支払

額132,403千円です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、44,001千円（前年同期は35,935千円の支出）となりました。

支出の主な内訳は、PC等の購入に伴う有形及び無形固定資産の取得による支出44,021千円です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は、77,829千円（前年同期は129,969千円の支出）となりました。

主な内訳は、ストック・オプションの行使に伴う株式発行による収入20,600千円、短期借入金の増加による収

入70,000千円、社債の償還による支出12,000千円です。

 
(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(5) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

 
(7) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,000,000

計 28,000,000
 

(注) 2022年８月12日開催の取締役会決議により、2022年10月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能

株式総数は同日より28,000,000株増加し、56,000,000株となる予定です。

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,007,000 8,007,000
東京証券取引所
 グロース市場

単元株式数は100株です。

計 8,007,000 8,007,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　2022年４月１日～
2022年６月30日
（注）

4,103,500 8,007,000 16,274 525,912 4,326 478,246

 

 （注）１．新株予約権の行使による増加です。

２．2022年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行い、発行済株式総数が

3,903,500株増加しております。
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(5) 【大株主の状況】

2022年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

金子 武史 東京都中野区 1,360,000 16.99

芸陽線材株式会社
広島県広島市佐伯区五日市町大字石内２０１
３－１

800,000 9.99

株式会社SHIMOMURA 東京都豊島区 （注）２ 700,000 8.74

下村 克則 東京都豊島区 660,000 8.24

田口 紀成 東京都渋谷区 660,000 8.24

津野尾 肇 東京都東村山市 500,000 6.24

グッドエコ株式会社
広島県広島市佐伯区五日市町大字石内２０１
３－１

400,000 5.00

田中 浩和 東京都渋谷区 350,000 4.37

髙盛 豊文 広島県広島市西区 340,000 4.25

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－１１－３ 301,800 3.77

中島 数晃 東京都世田谷区 270,000 3.37

計 － 6,341,800 79.20
 

(注) １. 所有株式数が同数の場合には、会社名等による五十音順を基準として上記に記載しております。

    ２. 代表者住所と同一のため、番地については省略しております。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

80,055 ―
8,005,500

単元未満株式
普通株式   

1,500 ― ―

発行済株式総数 8,007,000 ― ―

総株主の議決権 ― 80,055 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式49株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2022年４月１日から2022年６月

30日まで)及び第２四半期累計期間(2022年１月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年12月31日)
当第２四半期会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,341,680 1,566,147

  売掛金 1,489,613 ―

  受取手形、売掛金及び契約資産 ― 1,950,900

  仕掛品 112,215 43,802

  その他 98,810 111,566

  貸倒引当金 △10,600 △13,900

  流動資産合計 3,031,719 3,658,516

 固定資産   

  有形固定資産 272,256 281,215

  無形固定資産 59,692 51,433

  投資その他の資産 409,834 409,116

  固定資産合計 741,783 741,765

 資産合計 3,773,502 4,400,282
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年12月31日)
当第２四半期会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 615,249 760,782

  短期借入金 30,000 100,000

  1年内償還予定の社債 24,000 24,000

  未払法人税等 160,751 208,958

  賞与引当金 305,739 161,999

  品質保証引当金 7,117 9,656

  受注損失引当金 24,374 24,866

  その他 450,327 438,077

  流動負債合計 1,617,558 1,728,339

 固定負債   

  社債 71,000 59,000

  資産除去債務 57,189 57,226

  その他 65,884 48,947

  固定負債合計 194,073 165,174

 負債合計 1,811,632 1,893,513

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 509,638 525,912

  資本剰余金 473,920 478,246

  利益剰余金 977,262 1,501,828

  自己株式 ― △268

  株主資本合計 1,960,820 2,505,718

 新株予約権 1,050 1,050

 純資産合計 1,961,870 2,506,768

負債純資産合計 3,773,502 4,400,282
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 3,443,687 5,734,764

売上原価 2,716,001 4,327,144

売上総利益 727,686 1,407,620

販売費及び一般管理費 ※  504,810 ※  716,966

営業利益 222,876 690,653

営業外収益   

 受取利息 2 6

 補助金収入 19,738 29,253

 その他 1,849 5,659

 営業外収益合計 21,590 34,919

営業外費用   

 支払利息 920 568

 支払手数料 13 9,116

 上場関連費用 6,966 ―

 源泉税負担損失 9,327 ―

 その他 2,458 1,100

 営業外費用合計 19,686 10,785

経常利益 224,780 714,788

税引前四半期純利益 224,780 714,788

法人税等 77,848 190,221

四半期純利益 146,931 524,566
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 224,780 714,788

 減価償却費 28,586 35,499

 引当金の増減額(△は減少) 5,969 △137,409

 受取利息及び受取配当金 △2 △6

 支払利息及び社債利息 920 568

 補助金収入 △19,738 △29,253

 上場関連費用 6,966 ―

 売上債権の増減額(△は増加) 75,636 △461,287

 仕掛品の増減額（△は増加) △11,183 68,412

 仕入債務の増減額（△は減少） 44,125 145,642

 未払金の増減額（△は減少） 765 20,040

 未払消費税等の増減額(△は減少) 9,385 △33,307

 
未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

― △9,548

 その他 △7,094 △19,919

 小計 359,116 294,219

 利息及び配当金の受取額 2 6

 利息の支払額 △789 △437

 補助金の受取額 19,738 29,253

 法人税等の支払額 △71,439 △132,403

 源泉税還付額 13,507 ―

 営業活動によるキャッシュ・フロー 320,136 190,638

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △36,305 △44,021

 貸付金の回収による収入 370 20

 投資活動によるキャッシュ・フロー △35,935 △44,001

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額(△は減少) △110,000 70,000

 社債の償還による支出 △12,000 △12,000

 リース債務の返済による支出 △502 △502

 株式の発行による収入 ― 20,600

 自己株式の取得による支出 ― △268

 上場関連費用による支出 △7,466 ―

 財務活動によるキャッシュ・フロー △129,969 77,829

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 154,231 224,466

現金及び現金同等物の期首残高 307,338 1,341,680

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  461,570 ※  1,566,147
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 
当第２四半期累計期間

(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当該会計基準の適用による当第２四半期累計期間の損益及び利益剰余金の当期首残高への影響は

ありません。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法に

より組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020

年3月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期累計期間に係る顧客との契約から生じ

る収益を分解した情報を記載しておりません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売

掛金」は、第１四半期会計期間より、「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとしました。

 
(時価の算定に関する会計基準等の適用)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影

響はありません。

 
 

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第２四半期累計期間

(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

税金費用の計算

　税金費用については、当第２四半期累計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(四半期損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

役員報酬 59,424千円 72,972千円

従業員給与 165,784〃 197,747〃

賞与 666〃 7,359〃

賞与引当金繰入額 20,467〃 16,343〃

採用費 26,607〃 110,194〃

地代家賃 40,498〃 30,505〃

支払報酬 69,261〃 101,135〃

減価償却費 10,312〃 8,705〃

貸倒引当金繰入額 △601〃 3,300〃
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

す。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

現金及び預金 461,570千円 1,566,147千円

現金及び現金同等物 461,570千円 1,566,147千円
 

 
(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年６月30日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 
３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社の事業セグメントは、DX関連事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメント情報の記載

を省略しております。

 
 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

 DX関連事業

一定期間にわたり認識する収益 4,615,313

一時点で認識する収益 1,119,451

顧客との契約から生じる収益 5,734,764
 

 
 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

は、以下のとおりです。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 20.48円 66.53円

（算定上の基礎）   

四半期純利益(千円) 146,931 524,566

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 146,931 524,566

普通株式の期中平均株式数(株) 7,174,000 7,884,496

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円 57.80円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― 1,189,642

(うち新株予約権(株)) (  ―  ) (1,189,642)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）１.当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益を算定しております。

２.前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高があります

が、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

(合弁会社の設立)

当社は、2022年７月21日開催の取締役会決議に基づき、株式会社ミスミグループ本社（以下「ミスミ社」）と、合弁

会社である株式会社DTダイナミクス（以下「DTダイナミクス社」）を設立する契約を締結いたしました。

 
１．合弁会社設立の目的

DTダイナミクス社は、ミスミ社が提供するオンライン機械部品調達サービス「meviy（メビー）」のシステム開発

を加速させることを主な事業とします。3,000万点を超える機械部品の開発・製造・販売を通じて、部品調達に関わ

る非効率の解消に長年取り組んできたノウハウを持つミスミ社と、3D形状処理の高度技術を用いた製造業向けシス

テム開発に強みを持つ当社の技術力を掛け合わせることでmeviyのシステム開発をより一層加速し、グローバルでの

さらなる成長を目指します。加えて、ミスミ社が推し進めているデジタル戦略に当社の技術力を併せ、既存のサー

ビスの進化や新たな価値を創造し、両社の強みを活かすことで社会の持続的発展に貢献して参ります。

 
２．合弁会社の概要

(1)名称 株式会社DTダイナミクス

(2)所在地 東京都豊島区南池袋一丁目16番15号

(3)役員体制

代表取締役会長　吉田光伸

（株式会社ミスミグループ本社　常務執行役員　兼ID企業体企業体社

長）

代表取締役社長　道廣隆志

（株式会社ミスミグループ本社　meviy推進本部　meviyシステム開発室

GM）

取締役　田口紀成

（株式会社コアコンセプト・テクノロジー　取締役CTO）

(4)事業内容 meviy及びその他のシステム開発・保守・運用業務

(5)資本金 100百万円

(6)設立年月日 2022年9月1日

(7)決算期 3月31日

(8)出資比率
株式会社ミスミ：66％

株式会社コアコンセプト・テクノロジー：34％
 

 
 
(株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更)

当社は、2022年８月12日開催の取締役会において、株式分割による新株の発行及び定款の一部変更を行う旨の決議を

しております。

 

１．株式分割の目的

投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性を高めるとともに、投資家層の更なる拡大

を図ることを目的としております。

 

２．株式分割の概要

(1) 株式分割の方法

2022年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記録された株主の所有する普通株式１株につき、２株

の割合をもって分割いたします。
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(2) 分割により増加する株式数

①　株式分割前の発行済株式総数 8,007,000 株

②　今回の分割により増加する株式数 8,007,000 株

③　株式分割後の発行済株式総数 16,014,000 株

④　株式分割後の発行可能株式総数 56,000,000 株
 

（注）上記の株式数は、2022年７月31日時点の発行済株式総数をもとに算出しております。本取締役会決議の日か

ら株式分割の基準日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が増加する可能性があります。

 
(3) 株式分割の日程

①　基準日公告日 2022年９月９日

②　基準日 2022年９月30日

③　効力発生日 2022年10月１日
 

 
３．定款の一部変更について

(1) 変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2022年８月12日開催の取締役会決議により、

2022年10月１日をもって、当社定款第５条の発行可能株式総数を変更いたします。

 

(2) 定款変更の内容

変更の内容は以下の通りです。

（下線は変更部分です）

現行定款 変更後

(発行可能株式総数)

第5条 当会社が発行することができる株式の総数は、

28,000,000株とする。

(発行可能株式総数)

第5条 当会社が発行することができる株式の総数は、

56,000,000株とする。
 

 
(3) 変更の日程

効力発生日　　2022年10月１日

 
 

４．新株予約権の行使価額の調整

新株予約権の名称 調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 103円 52円

第２回新株予約権 150円 75円

第３回新株予約権 150円 75円
 

 

５．資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。
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６．１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりです。

項目
前第２四半期累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益 10.24円 33.26円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円 28.90円
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

2022年８月12日

株式会社コアコンセプト・テクノロジー

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

東京事務所
 

指定有限責任社員

業務執行社員  公認会計士 早稲田　宏  
 

指定有限責任社員

業務執行社員  公認会計士 瀧野　恭司  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コアコン

セプト・テクノロジーの2022年1月1日から2022年12月31日までの第14期事業年度の第2四半期会計期間（2022年4月1日か

ら2022年6月30日まで）及び第2四半期累計期間（2022年1月1日から2022年6月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コアコンセプト・テクノロジーの2022年6月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第2四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準

に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 
 

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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